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国立大学法人京都教育大学の中期計画 新旧対照表 

 

 

現  行 変 更 案 変更理由 

  （３）教員養成及び現職教員研修の高度化を目的

として、本学の教職大学院等の教育研究成果を社会

に発信することで、教育委員会や大学等の他機関と

積極的に連携し、他機関から人的投資を得る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価指標 （３）－１ 

【定量的指標】 

連合教職大学院を中心に、教育委員

会及び他大学からの教員派遣等の人

的投資：本学雇用の専任教員数に対

し10%以上にあたる人数（第４期中

期目標期間中の平均）       

 （３）教員養成及び現職教員研修の高度化を目的と

して、本学の教職大学院等の教育研究成果を社会に

発信することで、教育委員会や大学等の他機関と積

極的に連携し、他機関から人的投資を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 （３）－１ 

【定量的指標】 

連合教職大学院を中心に、人的・財政

的投資として、教育委員会及び他大学

が人件費の全額を負担して本学に教員

を派遣する「人的資源の提供」の受入

れ：本学雇用の専任教員数に対し15%

以上にあたる人数（第４期中期目標期

間中の平均）     

他機関との共創を目指し、第４期中期目標期

間の初年度（令和４年度）に、連合教職実践

研究科を改組して、連合参加大学の拡充及び

教育委員会との連携強化を図った。それによ

って、予定より多くの教員の派遣（人的資源

の提供）を他機関から得られる見込みが立っ

た。このことに基づき、指標の数値を「10%

以上」から「15％以上」に変更する。 

（同研究科は、本学が複数の私立大学、京都

府・市教育委員会と協働し、これら他機関が

人件費を負担して本学に一定数の教員を派遣

している。本学がその教員をさまざまな分野

に配置することにより、高い水準の教育研究

を行うシステムを構築している。こうした人 

的資源の提供を評価するため、「本学雇用の

専任教員数に対して他機関から本学に提供さ

れる教員数の割合」を指標として設定し

た。） 
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（16）自大学だけでは成し得ない機能の強化を図る

ため、本学が基幹大学となって従来の連合教職大学

院を改組し、新たに２大学を加えて10大学から成る

新・教職大学院を設置することで、他大学や京都府

・市教育委員会と連携して地域の教員養成の高度化

に寄与する。 
 

評価指標 （16）－１ 

【定量的指標】 

連合教職大学院を中心に、教育委

員会及び他大学からの教員派遣等

の人的投資：本学雇用の専任教員

数に対し10%以上にあたる人数（

第４期中期目標期間中の平均） 

（再掲(3)-1） 

（16）自大学だけでは成し得ない機能の強化を図る

ため、本学が基幹大学となって従来の連合教職大学

院を改組し、新たに２大学を加えて10大学から成る

新・教職大学院を設置することで、他大学や京都府

・市教育委員会と連携して地域の教員養成の高度化

に寄与する。 
 

評価指標 （16）－１ 

【定量的指標】 

 連合教職大学院を中心に、人的・

財政的投資として、教育委員会及

び他大学が人件費の全額を負担し

て本学に教員を派遣する「人的資

源の提供」の受入れ：本学雇用の

専任教員数に対し15%以上にあた

る人数（第４期中期目標期間中の

平均） 

（再掲(3)-1） 

 


